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障害者自立支援法 指定事業者等の指導等について 
 

神奈川県保健福祉局保健福祉部福祉監査指導課 
 

（１）指導根拠：【実地指導】 

 

＜市町村＞障害者自立支援法第１０条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜県＞障害者自立支援法第１１条第２項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等指導実施要綱 
 

 

 

 

 

 

（厚生労働大臣又は都道府県知事の自立支援給付対象サービス等に関する調査等）  
第十一条  
２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、自立支援給付に関して必要があると認めると

きは、自立支援給付対象サービス等を行った者若しくは、これらを使用した者に対し、

その行った自立支援給付対象サービス等に関し、報告若しくは当該自立支援給付対象

サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当

該職員に関係者に対して質問させることができる。    
     

（報告等）  
第十条  

市町村等は、自立支援給付に関して必要があると認めるときは、当該自立支援給付

に係る障害福祉サービス、相談支援、自立支援医療、療養介護医療若しくは補装具の

販売若しくは修理（以下「自立支援給付対象サービス等」という。）を行う者若しく

はこれらを使用する者若しくはこれらの者であった者に対し、報告若しくは文書その

他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若し

くは当該自立支援給付対象サービス等の事業を行う事業所若しくは施設に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
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指導根拠：【監査】障害者自立支援法第４８条 

＊ 神奈川県障害者自立支援法指定事業者等監査実施要綱 
 
 
（２）目 的 

支援内容の質の確保並びに介護給付費、訓練等給付費、サービス利用計画作成費及

び特定障害者特別給付費（以下「介護給付費等」という。）の支給の適正化を図るこ

とを目的とする。 

 
 
 
（３）指導について 

・集団指導 講習、研修、会議等の方式で実施 ⇒随時 

・実地指導 現地にて個別面談により実施 

指定障害者支援施設       概ね２年に１回 

指定障害者支援施設以外の事業者 概ね３年に１回 

 ＊ 継続して状況確認、指導等が必要と認められる場合は、毎年実施する 

     ことがあります。       

 

（報告等）  
第四十八条  都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定障

害福祉サービス事業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であった者若しくは

当該指定に係るサービス事業所の従業者であった者（以下この項において「指定障

害福祉サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類そ

の他の物件の提出若しくは提示を命じ、指定障害福祉サービス事業者若しくは当該

指定に係るサービス事業所の従業者若しくは指定障害福祉サービス事業者であっ

た者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該

指定障害福祉サービス事業者の当該指定に係るサービス事業所に立ち入り、その設

備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。  
 
（第２項中略） 
 
３ 前二項の規定は、指定障害者支援施設等について準用する。 
 
４ 第一項及び第二項の規定は、指定相談支援事業者について準用する。 
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（４） 監査について 
・実地指導において、不正等が疑われる場合または、苦情や家族・利用者からの通報

等により監査を実施します。 
・現地にて個別面談により実施します。（事前調査を実施することもあります。） 

 
 
 
（５）監査の対象 
  実地指導の結果や苦情等により、 

・支援内容、自立支援給付費の請求に不正又は不当があったことを疑うに足りる理由が

あるとき。 
・重大な基準違反があると疑うに足りる理由があるとき。 

 
 
 
（６）勧告、命令、指定の取消しについて 

・基準に従って適正な指定障害福祉サービスの事業の運営をしていないと認めるときは、

当該事業者に対し、期限を定めて、基準を遵守すべきことを勧告することがあります。 
（障害者自立支援法第４９条第１項） 
・期限内に勧告に従わなかったときは、その旨公表することがあります。（障害者自立

支援法第４９条第４項） 
・勧告を受けた事業者が、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、

当該事業者に対し、改善命令を発することもあります。（障害者自立支援法第４９条第

５項） 
・上記命令をしたときは、その旨を公示します。（（障害者自立支援法第４９条第６項） 
・さらに改善が図られない場合や、不正に介護給付費を請求している場合には、指定の

取消し等を行うこともあります。（障害者自立支援法第５０条第１項） 
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  事業種別 指定基準省令 指定基準解釈通知 報酬告示 報酬留意事項通知 

居宅介護 

重度訪問介護 

行動援護 

療養介護 

生活介護 

児童デイサービス 

短期入所 

重度障害者等包括支援 

共同生活介護 

共同生活援助 

自立訓練（機能） 

自立訓練（生活） 

就労移行支援 

就労継続支援Ａ型 

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

就労継続支援Ｂ型 

障害者自立支援法に基づく指

定障害福祉サービスの事業等

の人員、設備及び運営に関する

基準 

障害者自立支援法に基づく

指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に

関する基準について 

 
 施設入所支援     

障害者自立支援法に基づく

指定障害福祉サービス等及

び基準該当障害福祉サービ

スに要する費用の額の算定

に関する基準（※） 

相談支援 障害者自立支援法に基づく指

定相談支援の事業の人員及び

運営に関する基準 

障害者自立支援法に基づく

指定相談支援の事業の人員

及び運営に関する基準につ

いて 

障害者自立支援法に基づく

指定相談支援に要する費用

の額の算定に関する基準 

障害者自立支援法に基

づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当障

害福祉サービスに要す

る費用の額の算定に関

する基準等の制定に伴

う実施上の留意事項に

ついて（※） 

障害者支援施設 障害者自立支援法に基づく指

定障害者支援施設等の人員、設

備及び運営に関する基準 

障害者自立支援法に基づく

指定障害者支援施設等の人

員、設備及び運営に関する基

準について 

（※：事業ごとに算定） （※） 

 

参考：「厚生労働省」＞ 「所管の法令･告示･通達等」＞ 省令・告示は「法令検索」＞ 通知は「通知検索>本文検索」 ＞文字入力 
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○神奈川県がこれまでに実施した実地指導等において指導した事項 

（障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び 

運営に関する基準等において、指摘をした主な内容です） 

 

＜契約書・重要事項説明書・運営規程等＞ 

１ 契約書及び重要事項が作成されていない。契約の期限が切れている。 

  介護保険法・支援費制度適用の内容になっている。 

 

２ 運営規程・重要事項等の内容が実態と相違している。 

  （実施地域、営業時間、サービス管理（提供）責任者等の氏名・人数等） 

 

３ 運営規程に虐待の防止の措置に関する事項が定められていない。 

 

４ 食費等を徴しているが、その額を（重要事項説明書等により）書面で明示していない。 

 

 

＜管理者、サービス管理（提供）責任者、従業者等＞ 

１ 所在地・管理者・サービス管理（提供）責任者・運営規程等が変更されているが、１０日以内

に県に届け出ていない。 

 

２ 職員採用時に、資格の未確認または、資格確認の書類不備がある。 

 

３ 従業者の身分を証する書類を作成していない。従業員に携行させていない。 

 従業者の身分を証する書類に、指定事業所名等が記載されていない。 

  介護保険事業所の職員としての身分証明書になっている。 

 

４ サービス管理責任者が、営業時間中に他の職務に従事していた。 

 

                                                  

＜受給者証＞ 

１ サービス提供開始時に、受給者証等の事業者記載欄に必要事項を記入していない。  

 

２ 2 人の従業者による居宅介護を行っているが、市町村に「２人介護」で交付決定しているか確

認していない。また、書面により利用者の同意を得ていない。 
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＜各障害福祉サービス事業の支援計画・記録等＞ 

１ 各事業の支援計画（以下「サービス計画等」という）を作成していない。 

 

２ サービス管理（提供）責任者が、サービス計画等を作成していない。 

 

３ サービス計画等の作成にあたり、利用者状況を把握・分析し課題を明らかにしていない。（ア

セスメント票等が作成されていない） 

 

４ サービス計画等について文書により同意を得ていない。＜居宅介護事業等を除く＞ 

 

５ サービス計画等を利用者に交付していない。 

    

６ 諸記録をサービス完結の日から５年間保存していない。 

 

７ 利用者へのサービスの提供に関する日々の記録が、未作成または不十分である。 

 

８ 利用者の状況やサービス内容に変化が生じても、サービス計画等の見直しを行っていない。 

 （モニタリングの期間） 

① 居宅介護・重度訪問介護・行動援護・・・・・・常に状況を把握し、必要に応じて見直し。 

② 自立訓練・就労移行支援・就労継続支援Ａ・・・少なくとも、３カ月に１回以上の見直し。 

③ その他の事業・・・・・・・・・・・・・・・・少なくとも、６カ月に１回以上の見直し。 

 

 

＜苦情対応・事故対応＞ 

１ 利用者等からの苦情を受け付けた際にその内容を記録していない。 

 

２ 事故が発生した際に県・市町村に報告していない。 

 

 

＜個人情報＞ 

１ 他の指定事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際に、あらかじめ文

書により利用者又はその家族の同意を得ていない。 

 

２ 個人情報の提供にかかる同意書の使用範囲（医療機関・行政機関・教育機関等）に不備がある。 

 

３  従業者及び管理者が、在職中及び退職した後において、業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を漏らすことがないよう必要な措置（就業規則・雇用契約書等）を講じていない。 
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＜預り金＞ 

１ 利用者等からの保管依頼書、個人別台帳等の必要な書類を整備していない。 

 

２ 通帳と印鑑を別々に鍵のかかる場所に管理していない。 

 

３ 通帳からの払い出し、金庫での保管等について、複数の者による適切な管理が行われていない。 

 

４ 定期的に担当者以外の者による通帳、個人別台帳等の確認を行っていない。 

 

 

＜利用者からの徴収金等＞ 

1 利用者からおやつ代、交通費、修繕積立金等の支払いを受けるにあたり、重要事項説明書等に

金額等が明示されていない。書面による同意がとれていない。 

 

２ 利用者から一律に行事費、統一の作業着代等の支払いをもとめている。 

 

３ 利用者から金銭の支払いを受けた際に領収書を交付していない。 

 

 

＜法定代理受領＞ 

１ 市町村から介護給付費の支給を受けた場合に、利用者に介護給付費の額を通知していない。 

 

２ 受領日前に利用者への介護給付費額（訓練等給付費）の通知をしている。 

 

 

＜非常災害対策＞ 

１ 非常災害に関する具体的計画を立てておらず、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を

整備していない。 

 

２ 定期的に避難訓練等必要な訓練を実施していない。 

 

 

＜請求（加算等）＞ 

１ 介護給付費等の請求誤り 

 

２ 送迎加算の誤り 

 

３ 欠席時対応加算の誤り 

 



 8

４ 施設外就労加算の誤り 

 

５ 早朝加算の誤り 

 

６ 特定事業所加算の誤り 

 

 

＜その他＞ 

１ 運営規程の概要、従業者の勤務体制などの重要事項を見やすい場所に掲示していない。 

 

２ 指定障害福祉サービス事業ごと、または、その他の事業との会計を区分していない。 

 

３ 身体拘束等を行う場合の、その態様及び時間、入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由について記録していない。 

 

４ 工賃の目標水準及び前年度の平均支払額を、利用者に通知していない．＜就労移行支援Ｂ型＞ 

 

５ 利用者に対して定期的に健康指導等がされていない。 

 

６ 利用者の状況やサービス内容に変化が生じても、サービス計画等の見直しを行っていない。人

権擁護等のために必要な体制等が整備されていない。 

 

７ 従業者の勤務体制が定められていない。 

 

 

 






